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日本では従来の開発優先・供給明社会から、持続可能な循環明社会へと構造改革が進められようとして
いる。住宅がその一翼を担って果たす役割は大きく、安全で快適に長期間使用可能な「住宅の長寿化」への
転換が注目されている。その実現には良質の住宅ストックとその適宜適切な住宅保全と、保全状態の良さ
を積極的に評価する中古住宅市場の存在が、出接に関係する。とくに、戸建持家の保全はその責任が基本
的に個々人に任されているために、住宅市場の動向と、それを反映した所有者の住宅保全意識に左右され
やすい。したがって、戸建住宅の長寿化には、戸建住宅は伺々の所有者の向己責任に依拠する私的生活財
であると同時に重要な社会財であることを、一般消費者にわかりやすく示し、質の良い住宅のストックの
形成過程に所有者が主体的に関与しやすい環境を整えることが重要である。それには、主体的に住宅保全
を行うことが自分や家族の生活の利益になることを住宅所有者が理解するとともに実感できて、かっ、積
極的に保宅の保全に参加しようとする人々を支援する社会システムを、事実備する必要がある。
本研究では、多くの戸建住宅ストックが健全な保全状態にあるとの報告があり、戸建所有者が積極的に
住宅保全行為に参入している豪州、|において、所有者が自宅の保全に主体的に係わっている実態と、それを
支援する社会システムを総合的包括的に明らかにしている。また、その成果を通して、戸建住宅所有者が
社会的に果たすべき役割や責任、日本における戸建住宅所有者の住宅保全行為を支援する社会システムを
検討し、良質の戸建住宅ストックの増加に有効な知見を提示している。
論文は3部9章からなり、 I部は序論1輩、 H部は本論7章、田部は結論1章の構成である。
序論第1章では、本研究の問題の所点と怠義・目的・方法について述べ、研究の伶置づけを行った。
本論第2章から第8章では、戸建持家の保全行為における質確保に関して、豪州、|に存在する制度と社会
条件について多角的に考察し、豪州、|では、様々な制度や社会条件が連動して、住宅ストックが生かされ、
その過程に住宅所有者が主体的、積極的にかかわりやすくするシステムが整備されていることを実証した。
第2章では豪州の住宅事情と戸建住宅の保全システムの背景、第3章では建設工事における施Lの質確保
のための制度、第4章では既存住宅における質催保のための制度、第5章では建設行政を統轄するBuilding
Services i¥uthorityの活動、第6章ではオーナーピノレダー制度とその役割、第7章では戸建住宅所有者ーに
よる住宅保全行為の特性、第8章では戸建件宅の長寿化を推進する社会的諸条件として、建築部品・資材
量販居、中古木材・部品開、中古住宅展示販売出などの庖舗の普及効果や、地域特性を持った建物の保存
地区指定の効果について明らかにしている。
第田部、 9章結論では、各章のまとめをするとともに、本研究を通して得られた知見を全般的な関連構
造として整理し、豪州の戸建住宅所イヲ者の住宅保全行為文援システムの構造を示した。そして日本の戸建
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住宅ストック対策に対する教訓!と、戸建住宅所有者の主体性を高めるような住宅保全および所有者の保全
行為支援への提言を行っている。
論支審査の結果の要旨
住宅を長い年月使用していくことが強く求められてきているが、戸建持家の場合、その保全行為が住宅
所有者に任せられることから、件j右所有者の保全行為を支援する社会的なシステムを整備することが求め
られる。本研究は支援システムが良く整備されている豪州を対象に、その全般的な構遭と成立条件を明ら
かにし、わが国の住宅ストック対策への指針を提示しようとしている。
論文は3部9章で構成されている。序論第 1章では、問題の所在と研究の意義、目的、方法について述
べている。第2章では、豪州の住宅事情が「戸建持家中心」で「民間住宅型Jr中古住宅市場型」に特徴が
あり、政府の政策がそれらを支え、イギ.宅所有者が活発に住宅保全活動を行って住生活の向上と資産の増加
を行っていく基盤を作っている点を明らかにしている。 3章では、新築時における施工の質確保のための
諸制度として、建物検高士制度、強制保険制度、業者教育制度などを取り上げて考察し、それらの諸制度
の連携が施工の質確保に貢献し、住宅の長寿命化を果たしていることを解明している。ついで第4章では、
既存住宅における質確保のための諸制度を考察している。施工検査記録などの住宅履歴開示制度や購入前
住宅検査制度が中古住宅購入者の保護とその後の住宅保全活動に貢献していること、また住宅取引実質価
格の開示やソリシタ一、建物検査士などの専門家の支援が住宅購入者を助けていることなど、既存住宅の
質確保の仕組みを解き明かしている。第5章は建設行政を統轄するBSA(Bui lding Services A uthority) 
の活動を考察し、免許制度、紛争処理調停不成立時の保証システム、業者情報開示と消費者教育などを取
り上げ、それらが連携しあって効果をあげ、良質の住宅建設と保全工事の実行に寄与している点を明らか
にしている。第6業はオーナーピルダー制度とその役割を考察し、続く第7草ーは戸建住宅所有者による住
宅保全行為の実態調査を行って、保全行為の特性を分析している。オーナービルダー制度が保全工事への
住宅所有者の参加を促進すると同時に、保全に対する自覚を促す効果を生んでいること、また住宅所有者
の保全行為の実施に対して上記各章で述べたシステムが良く機能していることを、実態調査から検証して
いる。第8章は住宅保全支援システムを周辺から支えている諸要素について考察している。第9章の結論
では本研究を通じて得られた知見を、豪州、|の住宅所有者保全行為支援システムの特質として総括し、わが
凶の戸建住宅ストック対策に対する教訓Ic提言を行っている。
論文はシステム成坊の条件を、第一に新築時の住宅の質の確保、また保全工事時における質確保の実行
とその正当な評価、第二に住宅所有者の保全工事に係わりやすい環境の存在、第三に保全工事の履歴情報
の正確な伝達、第四にそれらの質評価、情報伝達を活用した保全T事の中古市場価格への反映、であると
整理している。本研究は長寿命住宅のために進むべき)j向の一端を明らかにした。わが凶の住宅保全促進
のための施策は、近年、住宅施工中間検査の実施、中古住宅保証制度の創設、維持管理評価基準の改善な
ど確実な前進が見られ、購入前検査制度も-.部で実施の動きがある。本研究がこれらの施策の前進に先進
的研究として寄与してきた面は見越とすことができない。また住居管理学研究分野で戸建住宅を対象とし
た研究が少ない中で、本研究の住居学研究に貢献するところは大である。
以上の審査結果から、本論文の著者は博士〈学術)の学位を授与されるに値すると認められる。
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